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条
例
制
定
に
至
っ
た
背
景
と
経
緯

〔
水
彩
都
市
・
江
東
〕

江
東
区
は
、
東
に
荒
川
、
西
に
隅
田
川
が
流
れ
、

南
に
東
京
湾
を
望
み
、
ま
ち
の
縦
横
を
河
川
や
運
河

が
走
る
水
辺
と
緑
に
包
ま
れ
た「
水
彩
都
市
」で
あ
る
。

ま
た
、
伝
統
が
息
づ
く
既
成
市
街
地
と
と
も
に
、

南
部
地
区
は
新
た
な
開
発
や
再
開
発
で
未
来
的
都
市

と
し
て
変
貌
し
つ
つ
あ
り
、
伝
統
と
未
来
と
い
う
２

つ
の
顔
を
併
せ
持
つ
、魅
力
に
満
ち
た
ま
ち
で
あ
る
。

さ
ら
に
、
区
民
の
定
住
意
向
が
９
割
と
い
う
高
い

数
値
が
示
す
と
お
り
、
住
環
境
の
充
実
と
と
も
に
、

交
通
の
利
便
性
も
高
い
な
ど
住
み
や
す
さ
も
兼
ね
そ

な
え
た
ま
ち
で
あ
る
。

〔
増
え
続
け
る
人
口
〕

江
東
区
の
人
口
は
、
平
成
10
年
頃
か
ら
マ
ン
シ
ョ

ン
建
設
の
急
増
と
と
も
に
、居
住
人
口
も
毎
年
増
え
、

平
成
10
年
１
月
の
人
口
は
約
37
万
２
０
０
０
人
で

あ
っ
た
が
、
平
成
23
年
１
月
の
人
口
は
約
47
万	

２
０
０
０
人
と
約
10
万
人
増
え
て
い
る
。
な
お
、
平

成
24
年
１
月
１
日
現
在
の
人
口
は
47
万
６
０
０
０
人

で
あ
る
。

〔
ま
ち
づ
く
り
の
た
め
条
例
制
定
〕

江
東
区
の
ま
ち
づ
く
り
を
進
め
る
上
で
、
マ
ン

シ
ョ
ン
建
設
の
急
増
が
引
き
金
と
な
り
、
小
学
校
や

保
育
所
な
ど
公
共
公
益
施
設
の
整
備
が
喫
緊
の
課
題

と
な
っ
た
。

こ
う
し
た
状
況
に
対
応
す
る
た
め
、
平
成
15
年
に

フ
ァ
ミ
リ
ー
タ
イ
プ
の
マ
ン
シ
ョ
ン
建
設
の
抑
制
を

図
る
べ
く
「
受
入
困
難
地
区
」
の
指
定
及
び
「
事
前

届
出
及
び
区
長
意
見
の
通
知
制
度
」を
柱
と
し
た「
江

東
区
マ
ン
シ
ョ
ン
建
設
計
画
の
調
整
に
関
す
る
条

例
」
を
制
定
し
た
の
で
あ
る
。

ま
ず
、「
受
入
困
難
地
区
」
指
定
制
度
は
、
区
長

が
公
共
公
益
施
設
へ
の
受
け
入
れ
が
困
難
な
地
区
を

あ
ら
か
じ
め
指
定
し
、
そ
の
地
区
内
に
フ
ァ
ミ
リ
ー

タ
イ
プ
の
マ
ン
シ
ョ
ン
建
設
事
業
を
行
わ
な
い
よ
う

協
力
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
制
度
で
あ
る
。
人
口

の
増
加
は
、
基
本
的
に
は
ま
ち
の
活
力
と
な
る
も
の

で
あ
り
、
歓
迎
す
べ
き
点
も
あ
る
が
、
こ
の
制
度
は
、

公
共
公
益
施
設
の
受
け
入
れ
等
の
問
題
か
ら
、
あ
く

ま
で
も
緊
急
避
難
的
に
建
設
を
規
制
す
る
も
の
と
し

て
指
定
し
た
も
の
で
あ
る
。

次
に
、「
事
前
届
出
及
び
区
長
意
見
の
通
知
制
度
」

は
、
受
入
困
難
地
区
以
外
の
地
区
に
お
い
て
、
マ
ン

江
東
区
マ
ン
シ
ョ
ン
建
設
計
画
の
事
前
届
出

等
に
関
す
る
条
例
及
び
江
東
区
マ
ン
シ
ョ
ン

等
の
建
設
に
関
す
る
条
例
に
つ
い
て

江
東
区
都
市
整
備
部
住
宅
課

先進・ユニーク条例【解説】

交通の利便性が高く、水辺と緑に包まれた東
京・江東区では高層マンションの建設によっ
て人口が急増、このため小学校や保育所など
公共公益施設への受け入れが困難な状況を迎
えた。この問題に対応するため江東区ではマ
ンション建設計画の事前届出等に関する条例
及びマンション等の建設に関する条例を制定
した。

江東区
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シ
ョ
ン
の
建
設
事
業
者
に
対
し
て
、
土
地
取
引
等
を

行
う
前
に
、
建
設
計
画
の
届
出
を
義
務
付
け
た
も
の

で
あ
る
。
ま
た
、
届
出
の
あ
っ
た
計
画
に
対
し
、
区

長
が
公
共
公
益
施
設
の
整
備
へ
の
協
力
や
、
計
画
の

変
更
等
の
意
見
を
通
知
し
、
再
考
を
事
業
者
に
求
め

る
こ
と
が
で
き
る
制
度
で
あ
る
。

「
江
東
区
マ
ン
シ
ョ
ン
建
設
計
画
の
調
整
に
関
す

る
条
例
」
は
、
国
や
都
が
規
制
緩
和
を
推
進
す
る
中

で
、
マ
ン
シ
ョ
ン
建
設
の
急
増
に
対
応
す
る
た
め
、

や
む
な
く
緊
急
避
難
的
・
自
衛
手
段
的
に
４
年
間
の

時
限
的
措
置
と
し
て
制
定
し
た
も
の
で
あ
っ
た
。

そ
の
後
、
条
例
失
効
後
の
受
入
困
難
地
区
等
に
お

け
る
マ
ン
シ
ョ
ン
建
設
戸
数
の
予
測
や
、
公
共
公
益

施
設
の
受
け
入
れ
へ
の
影
響
な
ど
を
推
計
し
た
と
こ

ろ
、
適
切
な
施
設
整
備
を
前
提
に
小
学
校
の
収
容
は

可
能
と
な
る
も
の
の
、
平
成
20
年
以
降
も
公
共
公
益

施
設
へ
の
受
け
入
れ
体
制
が
万
全
の
状
況
と
は
い
え

ず
、
引
き
続
き
マ
ン
シ
ョ
ン
建
設
と
公
共
公
益
施
設

の
整
備
状
況
と
の
調
整
を
図
る
必
要
が
あ
る
と
判
断

し
た
。
そ
の
た
め
、「
受
入
困
難
地
区
」
の
指
定
は

削
除
し
、「
事
前
届
出
及
び
区
長
意
見
の
通
知
制
度
」

は
区
内
全
域
を
対
象
に
し
て
存
続
す
る
こ
と
と
し
、

平
成
19
年
12
月
に
新
た
に
「
江
東
区
マ
ン
シ
ョ
ン
建

設
計
画
の
事
前
届
出
等
に
関
す
る
条
例
」
を
制
定
、

平
成
20
年
１
月
１
日
に
施
行
し
た
の
で
あ
る
。

他
方
、
近
年
、
ワ
ン
ル
ー
ム
マ
ン
シ
ョ
ン
の
建
設

計
画
も
、
件
数
、
戸
数
と
も
に
増
加
し
て
お
り
、
地

域
や
近
隣
住
民
の
方
か
ら
、
入
居
者
の
マ
ナ
ー
や
地

域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
希
薄
化
な
ど
に
関
す
る
不
安
の

声
が
寄
せ
ら
れ
て
い
た
。
江
東
区
で
は
指
導
要
綱
に

よ
り
、
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
へ
の
配
慮
や
、
入
居
者

マ
ナ
ー
の
向
上
に
つ
い
て
の
指
導
を
行
っ
て
き
た

が
、
近
隣
や
地
域
の
不
安
が
解
消
さ
れ
た
と
は
い
え

な
か
っ
た
こ
と
も
あ
り
、「
江
東
区
マ
ン
シ
ョ
ン
建

設
計
画
の
事
前
届
出
等
に
関
す
る
条
例
」
の
制
定
に

先進・ユニーク条例

伝統の“木場の角乗”

「資料提供：江東区広報広聴課」

豊洲周辺【平成23年1月撮影】
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併
せ
て
、
マ
ン
シ
ョ
ン
建
設
だ
け
で
は
な
く
、
ワ
ン

ル
ー
ム
マ
ン
シ
ョ
ン
の
建
設
に
対
す
る
規
制
の
強
化

も
図
る
と
と
も
に
、
本
区
の
姿
勢
を
明
確
に
す
る
た

め
、
従
前
の
指
導
要
綱
の
内
容
を
踏
ま
え
た
上
で
規

制
を
強
化
し
た
「
江
東
区
マ
ン
シ
ョ
ン
等
の
建
設
に

関
す
る
条
例
」
を
新
た
に
制
定
し
、
平
成
20
年
４
月

１
日
に
施
行
し
た
の
で
あ
る
。

条
例
内
容
（
一
部
抜
粋
）

・	

「
江
東
区
マ
ン
シ
ョ
ン
建
設
計
画
の
事
前
届
出
等
に
関

す
る
条
例
」

１　

目 

的
（
第
１
条
）

　

こ
の
条
例
は
、
事
業
者
が
土
地
取
引
等
の
前
に
建
設

事
業
に
関
す
る
事
項
を
区
に
届
け
出
る
こ
と
に
よ
り
、

マ
ン
シ
ョ
ン
の
建
設
と
公
共
公
益
施
設
の
整
備
状
況
と

の
調
整
を
図
り
、
も
っ
て
良
好
な
住
環
境
の
形
成
及
び

区
民
福
祉
に
寄
与
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。

２　

用 

語 

の 

定 

義
（
第
２
条
）

　

こ
の
条
例
に
お
い
て
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
用
語
の

意
義
は
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
各
号
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ

る
。（

１
）
マ
ン
シ
ョ
ン

地
階
を
除
く
階
数
が
３
以
上
の
建
築
物
で
、
ベ
ラ

ン
ダ
、
バ
ル
コ
ニ
ー
等
の
面
積
を
除
く
床
面
積
が

40
平
方
メ
ー
ト
ル
以
上
の
住
戸
の
数
が
20
以
上
の

も
の

（
２
）
土
地
取
引
等

マ
ン
シ
ョ
ン
の
建
設
を
目
的
と
す
る
土
地
の
売
買

又
は
土
地
利
用
の
変
更
等
を
行
う
こ
と
。

５　

意 

見 

へ 

の 

回 

答
（
第
５
条
）

　

事
業
者
は
、
前
条
の
規
定
に
よ
る
通
知
を
受
け
た
日

か
ら
60
日
以
内
に
、
区
長
に
対
し
て
文
書
に
よ
り
回
答

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
区
長
は
、
事
業
者

か
ら
文
書
に
よ
り
申
出
が
あ
っ
た
場
合
は
、
回
答
の
期

限
を
延
期
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

６　

手 

続 

き 

の 

前 

置
（
第
７
条
）

　

事
業
者
は
、
第
３
条
か
ら
第
５
条
ま
で
に
規
定
す
る

手
続
を
経
た
後
で
な
け
れ
ば
、
次
に
定
め
る
届
出
及
び

申
請
を
行
う
こ
と
が
で
き
な
い
。

（
４
）
江
東
区
マ
ン
シ
ョ
ン
等
の
建
設
に
関
す
る
条
例

に
基
づ
く
届
出

（
５
）
そ
の
他
区
長
が
必
要
と
認
め
る
届
出
又
は
申
請

７　

勧 

告
（
第
８
条
）

　

区
長
は
、
事
業
者
が
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当

す
る
と
認
め
る
と
き
は
、
事
業
者
に
対
し
指
示
に
従
う

よ
う
勧
告
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
１
）
第
３
条
第
１
項
又
は
第
２
項
に
規
定
す
る
届
出

を
行
わ
な
い
場
合

（
２
）
第
４
条
に
規
定
す
る
区
長
の
意
見
に
応
じ
な
い

場
合

８　

公 

表
（
第
９
条
）

　

区
長
は
、
前
条
に
規
定
す
る
勧
告
に
事
業
者
が
従
わ

な
い
場
合
は
、
事
実
経
過
を
公
表
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

９　

施 

設 

状 

況 

の 

公 

表
（
第
10
条
）

　

区
長
は
、
公
共
公
益
施
設
に
つ
い
て
、
そ
の
状
況
を

公
表
す
る
も
の
と
す
る
。

・「
江
東
区
マ
ン
シ
ョ
ン
建
設
計
画
の
事
前
届
出
等
に
関

す
る
条
例
施
行
規
則
」

１　

届 

出 

事 

項
（
第
３
条
）

（
３
）
建
設
事
業

マ
ン
シ
ョ
ン
の
建
設
を
行
う
こ
と
。

（
４
）
事
業
者

建
設
事
業
を
行
う
者

（
５
）
公
共
公
益
施
設

教
育
施
設
及
び
児
童
福
祉
施
設
等

３　

建 

設 

事 

業 

の 

届 

出
（
第
３
条
）

１　

事
業
者
は
、
土
地
取
引
等
を
行
う
前
に
、
規
則

で
定
め
る
建
設
事
業
に
関
す
る
事
項
を
、
区
長
に

届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２　

事
業
者
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
の
内
容

を
変
更
す
る
場
合
は
、
遅
滞
な
く
、
変
更
内
容
を

区
長
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３　

事
業
者
は
、
建
設
事
業
を
中
止
す
る
場
合
は
、

遅
滞
な
く
、
そ
の
旨
を
区
長
に
届
け
出
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。

４　

区 

長 

の 

意 

見
（
第
４
条
）

１　

区
長
は
、
前
条
第
１
項
又
は
第
２
項
の
規
定
に

よ
る
届
出
が
あ
っ
た
日
か
ら
60
日
以
内
に
、
公
共

公
益
施
設
の
整
備
状
況
と
の
調
整
を
図
る
た
め
、

必
要
な
意
見
を
文
書
に
よ
り
事
業
者
に
通
知
す
る

も
の
と
す
る
。た
だ
し
、通
知
の
期
限
に
つ
い
て
は
、

理
由
を
付
し
て
延
期
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

２　

前
項
に
規
定
す
る
意
見
は
、
次
の
と
お
り
と
す

る
。

（
１
）
計
画
的
な
公
共
公
益
施
設
の
整
備
へ
の
協
力

（
２
）
計
画
戸
数
、
住
戸
の
型
式
及
び
入
居
時
期
の
変

更
（
３
）
建
設
事
業
の
延
期

（
４
）
そ
の
他
区
長
が
必
要
と
認
め
る
事
項
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条
例
第
３
条
第
１
項
の
規
則
で
定
め
る
建
設
事
業
に

関
す
る
事
項
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

（
１
）
建
設
事
業
地
の
所
在
及
び
敷
地
面
積

（
２
）
事
業
者
の
住
所
及
び
氏
名

（
３
）
計
画
戸
数
及
び
住
戸
の
型
式

（
４
）
入
居
時
期

（
５
）
そ
の
他
区
長
が
必
要
と
認
め
る
も
の

２　

施 

設 

状 

況 

の
公 
表
（
第
４
条
）

１　

条
例
第
10
条
に
規
定
す
る
公
共
公
益
施
設
は
、

次
の
と
お
り
と
し
、
施
設
状
況
の
公
表
は
、
毎
年

度
行
う
も
の
と
す
る
。

（
１
）
小
学
校

（
２
）
保
育
所

（
３
）
学
童
ク
ラ
ブ

（
４
）
江
東
き
っ
ず
ク
ラ
ブ

（
５
）
そ
の
他
区
長
が
必
要
と
認
め
る
も
の

２　

区
長
は
、
前
項
第
１
号
に
規
定
す
る
小
学
校
の

状
況
に
つ
い
て
は
、
あ
ら
か
じ
め
江
東
区
教
育
委

員
会
の
意
見
を
求
め
る
も
の
と
す
る
。

・「
江
東
区
マ
ン
シ
ョ
ン
等
の
建
設
に
関
す
る
条
例
」

１　

目 

的
（
第
１
条
）

　

こ
の
条
例
は
、
マ
ン
シ
ョ
ン
、
ワ
ン
ル
ー
ム
マ
ン
シ
ョ

ン
及
び
業
務
用
建
築
物
の
建
設
に
関
し
基
本
的
事
項
を

定
め
る
こ
と
に
よ
り
、
事
業
者
と
区
が
協
働
し
て
、
良

好
な
住
宅
及
び
住
環
境
の
整
備
並
び
に
市
街
地
環
境
の

形
成
を
促
進
し
、
も
っ
て
安
全
で
快
適
な
ま
ち
づ
く
り

の
推
進
に
寄
与
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。

２　

定 

義
（
第
２
条
）

　

こ
の
条
例
に
お
い
て
次
の
各
号
に
掲
げ
る
用
語
の
意

義
は
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
各
号
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

（
１
）
世
帯
用
住
戸　

専
用
面
積
（
ベ
ラ
ン
ダ
、
バ
ル

コ
ニ
ー
等
の
面
積
を
除
く
。
以
下
同
じ
。）
が
40
平

方
メ
ー
ト
ル
以
上
の
住
戸
を
い
う
。

（
２
）
ワ
ン
ル
ー
ム
住
戸　

専
用
面
積
が
40
平
方
メ
ー

ト
ル
未
満
の
住
戸
を
い
う
。

（
３
）
マ
ン
シ
ョ
ン　

共
同
住
宅
又
は
寄
宿
舎
（
そ
の

他
の
用
途
を
併
用
す
る
場
合
を
含
む
。以
下
同
じ
。）

の
用
途
に
供
す
る
建
築
物
で
次
に
掲
げ
る
す
べ
て

の
要
件
に
該
当
す
る
建
築
物
を
い
う
。

ア　

地
階
を
除
く
階
数
が
３
以
上
で
あ
る
こ
と
。

イ　

住
戸
の
数
が
15
戸
以
上
で
あ
る
こ
と
。

ウ　

住
戸
の
数
の
半
数
以
上
が
世
帯
用
住
戸
で
あ

る
こ
と
。

（
４
）
ワ
ン
ル
ー
ム
マ
ン
シ
ョ
ン　

共
同
住
宅
又
は
寄

宿
舎
の
用
途
に
供
す
る
建
築
物
で
次
に
掲
げ
る
す

べ
て
の
要
件
に
該
当
す
る
建
築
物
を
い
う
。

ア　

地
階
を
除
く
階
数
が
３
以
上
で
あ
る
こ
と
。

イ　

住
戸
の
数
が
15
戸
以
上
で
あ
る
こ
と
。

ウ　

住
戸
の
数
の
過
半
数
以
上
が
ワ
ン
ル
ー
ム
住

戸
で
あ
る
こ
と
。

（
５
）
業
務
用
建
築
物　

主
と
し
て
事
務
所
の
用
途
に

供
す
る
建
築
物
で
次
に
掲
げ
る
す
べ
て
の
要
件
に

該
当
す
る
建
築
物
を
い
う
。

ア　

地
階
を
除
く
階
数
が
３
以
上
で
あ
る
こ
と
。

イ　

敷
地
面
積
が
１
、０
０
０
平
方
メ
ー
ト
ル
以
上

で
あ
る
こ
と
。

ウ　

延
べ
床
面
積
が
３
、０
０
０
平
方
メ
ー
ト
ル
以

上
で
あ
る
こ
と
。

（
６
）
建
設　

建
築
物
の
新
築
、
増
築
、
改
築
又
は
用

途
の
変
更
を
い
う
。

（
７
）事
業
者　

マ
ン
シ
ョ
ン
、ワ
ン
ル
ー
ム
マ
ン
シ
ョ

ン
又
は
業
務
用
建
築
物
の
建
設
に
関
す
る
工
事
の

請
負
契
約
の
注
文
者
又
は
請
負
契
約
に
よ
ら
な
い

で
自
ら
そ
の
工
事
を
行
う
者
を
い
う
。

３　

適 

用 

範 

囲
（
第
３
条
）

１　

こ
の
条
例
は
、
区
内
に
建
設
さ
れ
る
マ
ン
シ
ョ

ン
、
ワ
ン
ル
ー
ム
マ
ン
シ
ョ
ン
及
び
業
務
用
建
築

物
（
以
下
「
マ
ン
シ
ョ
ン
等
」
と
い
う
。）
に
つ
い

て
適
用
す
る
。

２　

建
築
物
の
増
築
、
改
築
又
は
用
途
の
変
更
を
す

る
場
合
に
お
い
て
、
当
該
増
築
、
改
築
又
は
用
途

の
変
更
の
後
の
建
築
物
（
既
に
存
す
る
建
築
物
の

部
分
を
含
む
。
以
下
同
じ
。）
が
、
前
項
に
規
定
す

る
マ
ン
シ
ョ
ン
等
に
該
当
す
る
こ
と
と
な
っ
た
と

き
は
、
当
該
増
築
、
改
築
又
は
用
途
の
変
更
の
後

の
建
築
物
を
マ
ン
シ
ョ
ン
等
と
み
な
す
。

３　

建
築
基
準
法
（
昭
和
25
年
法
律
第
２
０
１
号
。

以
下
「
基
準
法
」
と
い
う
。）
第
86
条
第
１
項
若
し

く
は
第
２
項
又
は
第
86
条
の
２
第
１
項
の
規
定
に

よ
り
認
定
を
受
け
る
こ
と
と
な
る
建
築
物
を
建
設

す
る
場
合
に
お
い
て
、
当
該
認
定
を
受
け
る
こ
と

に
よ
り
同
一
敷
地
内
に
あ
る
と
み
な
さ
れ
る
２
以

上
の
建
築
物
を
１
の
建
築
物
と
み
な
す
と
マ
ン

シ
ョ
ン
等
に
該
当
す
る
こ
と
と
な
っ
た
と
き
は
、

当
該
１
の
建
築
物
と
み
な
さ
れ
る
２
以
上
の
建
築

物
を
マ
ン
シ
ョ
ン
等
と
み
な
す
。

４　

建
築
物
を
新
築
す
る
場
合
に
お
い
て
、
当
該
建

築
物
の
敷
地
に
隣
接
す
る
土
地
に
当
該
建
築
物
の

新
築
に
関
す
る
工
事
の
請
負
契
約
の
注
文
者
又
は

先進・ユニーク条例
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請
負
契
約
に
よ
ら
な
い
で
自
ら
そ
の
工
事
を
す
る

者
（
以
下
こ
れ
ら
を
こ
の
項
に
お
い
て
「
建
築
主
」

と
い
う
。）
が
、
当
該
建
築
物
の
基
準
法
第
６
条
第

１
項
に
規
定
す
る
確
認
の
申
請
、
基
準
法
第
６
条

の
２
第
１
項
に
規
定
す
る
確
認
を
受
け
る
た
め
の

書
類
の
提
出
又
は
基
準
法
第
18
条
第
２
項
に
規
定

す
る
計
画
の
通
知
の
日
か
ら
３
年
以
内
に
新
た
に

建
築
物
を
新
築
す
る
計
画
が
あ
り
、
当
該
建
築
物

と
新
た
に
新
築
す
る
建
築
物
と
を
１
の
建
築
物
と

み
な
す
と
マ
ン
シ
ョ
ン
等
に
該
当
す
る
こ
と
と

な
っ
た
と
き
は
、
当
該
建
築
主
を
事
業
者
と
、
当

該
建
築
物
及
び
新
た
に
新
築
す
る
建
築
物
を
マ
ン

シ
ョ
ン
等
と
み
な
す
。

４　

区 

長 

の 

責 

務
（
第
４
条
）

　

区
長
は
、
こ
の
条
例
の
目
的
を
達
成
す
る
た
め
、
事

業
者
の
理
解
と
協
力
の
下
に
、
マ
ン
シ
ョ
ン
等
の
建
設

に
つ
い
て
適
切
な
指
導
及
び
助
言
を
行
う
よ
う
努
め
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。

５　

事 

業 

者 

の 

責 

務
（
第
５
条
）

　

事
業
者
は
、
こ
の
条
例
の
目
的
を
達
成
す
る
た
め
、

こ
の
条
例
そ
の
他
の
関
係
規
程
を
遵
守
す
る
と
と
も
に
、

江
東
区
基
本
構
想
に
基
づ
く
計
画
等
と
の
整
合
を
図
る

よ
う
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

６　

事 

前 

協 

議
（
第
６
条
）

　

事
業
者
は
、
マ
ン
シ
ョ
ン
等
の
建
設
を
し
よ
う
と
す

る
と
き
は
、
基
準
法
第
６
条
第
１
項
に
規
定
す
る
確
認

の
申
請
、
基
準
法
第
６
条
の
２
第
１
項
に
規
定
す
る
確

認
を
受
け
る
た
め
の
書
類
の
提
出
又
は
基
準
法
第
18
条

第
２
項
に
規
定
す
る
計
画
の
通
知
（
基
準
法
第
87
条
第

１
項
に
お
い
て
こ
れ
ら
の
規
定
を
準
用
す
る
場
合
を
含

２　

区
長
は
、
前
条
第
２
項
の
規
定
に
よ
り
、
事
業

者
か
ら
公
共
施
設
整
備
等
の
協
力
が
あ
っ
た
場
合

は
、
前
項
に
定
め
る
金
額
を
減
じ
る
こ
と
が
で
き

る
も
の
と
す
る
。

内
容
の
解
説

条
文
中
の
世
帯
用
住
戸
は
専
用
面
積
が
40
㎡
以
上

の
住
戸
、
ワ
ン
ル
ー
ム
住
戸
は
専
用
面
積
が
25
㎡
以

上
40
㎡
未
満
の
住
戸
を
指
す
。

「
江
東
区
マ
ン
シ
ョ
ン
建
設
計
画
の
事
前
届
出
等

に
関
す
る
条
例
」
は
12
の
条
文
と
施
行
規
則
で
構
成

さ
れ
て
お
り
、
世
帯
用
住
戸
が
20
戸
以
上
含
ま
れ
て

い
る
３
階
建
て
以
上
の
計
画
が
対
象
と
な
る
。「
江

東
区
マ
ン
シ
ョ
ン
等
の
建
設
に
関
す
る
条
例
」
は
30

の
条
文
と
施
行
規
則
、
指
導
要
綱
で
構
成
さ
れ
て
お

り
、
世
帯
用
住
戸
・
ワ
ン
ル
ー
ム
住
戸
を
問
わ
ず
住

戸
数
が
15
戸
以
上
か
つ
３
階
建
て
以
上
の
計
画
が
対

象
と
な
る
。

「
江
東
区
マ
ン
シ
ョ
ン
建
設
計
画
の
事
前
届
出
等

に
関
す
る
条
例
」
は
、
小
学
校
等
の
公
共
公
益
施
設

の
受
け
入
れ
を
判
断
す
る
た
め
の
マ
ン
シ
ョ
ン
建
設

計
画
の
規
模
を
確
認
、
調
整
す
る
た
め
の
条
例
で
あ

り
、「
江
東
区
マ
ン
シ
ョ
ン
等
の
建
設
に
関
す
る
条

例
」は
、居
住
環
境
の
向
上
を
図
る
た
め
の
マ
ン
シ
ョ

ン
建
設
計
画
の
各
種
施
設
付
置
等
を
求
め
る
条
例
で

あ
る
。
な
お
、「
江
東
区
マ
ン
シ
ョ
ン
建
設
計
画
の

事
前
届
出
等
に
関
す
る
条
例
」
に
該
当
す
る
共
同
住

む
。）
が
行
わ
れ
る
日
の
30
日
前
ま
で
に
、
規
則
で
定
め

る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
当
該
マ
ン
シ
ョ
ン
等
の
建
設
に
係

る
計
画
を
区
長
に
届
け
出
て
、
協
議
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。

７　

住 

戸 

規 

模 

等
（
第
20
条
）

　

事
業
者
は
、マ
ン
シ
ョ
ン
又
は
ワ
ン
ル
ー
ム
マ
ン
シ
ョ

ン
を
建
設
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
ワ
ン
ル
ー
ム
住
戸

の
専
用
面
積
を
25
平
方
メ
ー
ト
ル
以
上
と
な
る
よ
う
に

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
規
則
で
定
め
る
住

戸
に
つ
い
て
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

・「
江
東
区
マ
ン
シ
ョ
ン
等
の
建
設
に
関
す
る
指
導
要
綱
」

１　

公 

共 

施 

設 

整 

備 

等 

の 

協 

力 

の 

要 

請
（
第

12
条
）

１　

事
業
者
は
、
公
共
施
設
へ
の
円
滑
な
受
入
れ
の

た
め
、
建
設
時
期
、
計
画
戸
数
、
規
模
、
通
学
す

る
学
校
等
の
調
整
及
び
児
童
等
の
出
現
率
に
つ
い

て
の
対
策
に
協
力
す
る
も
の
と
す
る
。

２　

区
長
は
、
事
業
者
に
対
し
て
、
公
共
施
設
用
地

の
提
供
、
公
共
施
設
の
整
備
、
民
設
民
営
に
よ
る

公
共
施
設
の
整
備
等
に
つ
い
て
、
協
力
を
求
め
る

も
の
と
す
る
。

２　

公
共
施
設
整
備
協
力
金
の
要
請
（
第
13
条
）

１　

区
長
は
、
事
業
者
に
対
し
て
、
マ
ン
シ
ョ
ン
等

の
建
設
に
よ
り
必
要
と
な
る
公
共
施
設
へ
の
受
入

等
の
対
策
を
講
じ
る
た
め
、
次
に
定
め
る
基
準
に
よ

り
公
共
施
設
整
備
協
力
金
を
求
め
る
も
の
と
す
る
。

住
宅
戸
数

金
額

世
帯
用
住
戸
30
戸
以
上
１
２
５
万
円
／
戸
×（
世
帯
用
住
戸
数
―
29
戸
）
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宅
等
は
、
当
該
条
例
の
公
共
公
益
施
設
の
受
入
れ
調

整
の
手
続
き
後
で
な
い
と
、「
江
東
区
マ
ン
シ
ョ
ン

等
の
建
設
に
関
す
る
条
例
」
の
手
続
き
に
進
め
な
い

構
成
に
な
っ
て
い
る
。

ま
た
、「
江
東
区
マ
ン
シ
ョ
ン
等
の
建
設
に
関
す

る
条
例
」
に
付
随
す
る
指
導
要
綱
の
中
で
、
一
定
の

戸
数
以
上
の
フ
ァ
ミ
リ
ー
タ
イ
プ
の
住
戸
が
含
ま
れ

て
い
る
マ
ン
シ
ョ
ン
建
設
計
画
に
つ
い
て
は
、
マ
ン

シ
ョ
ン
等
の
建
設
に
よ
り
必
要
と
な
る
公
共
施
設
へ

の
受
入
等
の
対
策
を
講
じ
る
た
め
、「
公
共
施
設
整

備
協
力
金
」
の
負
担
を
事
業
者
に
求
め
て
い
る
。

条
例
制
定
後
の
届
出
状
況

条
例
施
行
後
（「
江
東
区
マ
ン
シ
ョ
ン
建
設
計
画

の
事
前
届
出
等
に
関
す
る
条
例
」
は
平
成
20
年
１
月

１
日
施
行
、「
江
東
区
マ
ン
シ
ョ
ン
等
の
建
設
に
関

す
る
条
例
」
は
平
成
20
年
４
月
１
日
施
行
）、
両
条

例
と
も
に
指
導
件
数
は
増
加
傾
向
に
あ
り
、
平
成
23

年
度
も
前
年
度
を
上
回
る
見
込
み
で
あ
る
。

今
後
の
展
望

明
日
を
担
う
こ
ど
も
た
ち
が
健
や
か
に
育
つ
こ
と

を
願
い
つ
つ
、
事
業
者
に
は
２
つ
の
条
例
等
を
通
じ

て
江
東
区
の
ま
ち
づ
く
り
に
協
力
を
求
め
、
よ
り
良

い
住
環
境
の
整
備
に
全
力
で
あ
た
る
も
の
で
あ
る
。

「江東区マンション建設計画の事前届出等に関する条例」届出件数推移
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「江東区マンション等の建設に関する条例」届出件数推移
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参
考
写
真
（「
江
東
区
マ
ン
シ
ョ
ン
等
の
建
設
に
関

す
る
条
例
」
に
よ
り
整
備
さ
れ
た
街
並
み
）

①
４
つ
の
マ
ン
シ
ョ
ン
が
そ
れ
ぞ
れ
連
続
性
を
も
た

せ
整
備
し
た
公
開
ス
ペ
ー
ス
（
歩
道
の
中
央
か
ら

左
側
幅
２
ｍ
が
歩
道
状
空
地
）

②
敷
地
奥
に
あ
る
運
河
沿
い
の
遊
歩
道
へ
と
繋
が
る

公
開
ス
ペ
ー
ス
（
貫
通
通
路
と
し
て
整
備
）
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